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Role Model Components剖nongAdministrative 0節目rsin Loca1 Branches， in Support of 
Loca1 Communities: A Case Study in Toyota City， Aichi Prefecture 
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Satoshi Hoshino (Graduate School of Global Environmental Studies， Kyoto University) 

Shizuka Hashimoto (Graduate School of Global Environmental Studies， Kyoto University) 
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In this study， we clarify the role model compo-

nents of those staff members who work for a 

municipal branch office， in support of1ocal communi-

ties; we take Toyota city as the case study area. A 

questionnaire survey was executed in this study， 

among all sta妊membersof the 12 branch 0伍cesof 

τbyota city. Our analysis identified three role model 

components among local officers: (1) From the 

viewpoint of residents， these officers take actions to 

explore and address the challenges that local com-

1.背景と目的

平成の大合併以降，多くの自治体では旧役場の施

設等に支所を設置することで，旧町村における窓口

サービス機能の維持に努めてきた.こうした中で，

支所業務に従事する支所職員は，行政と地域を結び

つける現場担当者として地域にとって欠かせない存

在となっている. しかしながら，支所職員として行

われる地域住民に対する支援行動は，職員の個人特

性(地域に関与する際の動機づけや地域に対する問

題意識など)に大きく依存する.そのため，行政サー

ビスとして地域への支援行動を積極的に位置づ‘ける

上でも，各職員が一連の支援行動を有意義なものと

して認識するような環境づくりが欠かせない.

ところが， 自治体として支所職員が如何に地域に

対して支援していくべきかについて，制度的に位置

munities face， (2) They derive a sense of satisfaction 

仕ombeing a staff member who takes charge of 

community affairs， and (3) They undertake efforts to 

share their knowledge and experience as adminis-

trative 0伍cerswith local residents. The results of 

our analysis suggest that it is important for the 

government to consider how to enhance role model 

components within the context of human resource 

development. 
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づけられた支援方策は一部の事例 [lJでしか見ら

れない.特に，支所職員として， どういったロール

モデ、ル(具体的な行動技術や行動事例を模倣・学習

する対象となる人材 [2J)を選定し， 目標としてい

くべきか定まったものはないのが実状である.

そこで本研究では，こうした支所職員の支援行動

を側面的に支援するための端緒として，一連の支援

行動に対する有意義さがどのような要因によって規

定されるかについて明らかにすることを目的とする.

特に本研究では，組織学や経営学等で注目されつ

つあるメンタリングに注目する.津村 (2005)による

と， iメンタリング (menωring)Jとは，一般に「経験

豊かな人 (mentor，メンター)が，未熟な人 (mentee，

メンティ)に対して行うキャリア発達への支援と，

心理・社会的な支援」を指すとしている [3J こうし
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た分析枠組みは，これまで明らかにされてこなかっ 権 2)および地域住民と行政との協働による地域づく
た支所職員による住民サポート行動を，メンタ ー(支 りを推進してきた.これに伴い，各地域自治区には，
所職員).メンティ(地域住民)として読み替える 事務所(地域支援課および 11支所)に地域振興担
ことで， メンタリング行動として取り扱うことが可 当を配置している.

能となる (2)支所業務の概要

2.研究の方法

(1 )調査対象地域の概要

調査対象地として.rテーマ型」活動の地域づく
りを行政が助成し，地域住民が主体的に活動してい

る愛知県豊田市を選定した (図 1) 岡市は.2005 

年に6町村(旧西加茂郡藤岡町 ・小原村，旧東加茂

郡足助町・下山村・旭町・稲武町)が旧豊田市に編

入されたことによってできた自治体であり，人口は

36万人から 42万人に増加し，豊橋市を抜いて県下

第2位の人口規模である 市域面積は，合併以前の

290.12 km2から 918.47km2に拡大し愛知県全体のお

よそ 20%を占め，岐阜県や長野県に接している.

豊田市は. 2005年 10月に地方自治法 1)に則り. 12 

の地域自治区. 26の地域会議(地方自治法におけ

る地域協議会に相当)を設置することで，都市内分

②地域づくり
に関する
自己能力
開発の機会

図 1. 豊田市の行政区域

①地域づくりへのコーディネート対応

③地域住民への成長サポート

図2.支所職員におけるロールモデルの概念図
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豊田市における支所業務は，窓口業務と地域自治

区業務の大き く2つに分かれる.特に，本研究に大

きく関わる後者は. r地域協議会の運営j.r地域提
案に係る事業計画の策定(ただし軽易なものであり

原則は市長の決定によるとする)j. rわくわく事業
の審査及び採択j.r地域自治区の運営に係る連絡調
整」の 4つの業務が，支所長の重要なものと規定さ

れている

(3)本研究におけるメンタリング行動の定義

本研究における 「メンタリ ング行動」とは，メ ン

ターである支所職員が， メンティである地域住民に

対して. r地域づくり活動におけるノウハウの提供J
を行い，場合に応じて「地域づくり活動における悩

みに対するフォローj.さらには 「地域全体を僻撤

表1.支所職員の属性

支所区分
項目 Jロ"-舌ロヰl 

旧6町村 旧豊田市

男性 24 (47.1%) 27 (52.9%) 51 
性別
女性 3 (25.0%) 9 (75.0%) 12 

20代 1 (25.0%) 3 (75.0%) 4 

30代 7 (53.8%) 6 (46.2%) 13 

40代 4 (28.6%) 10 (71.4%) 14 
年齢
50代 12 (48.0%) 13 (52.0%) 25 

60代 3 (50.0%) 3 (50.0%) 6 

70歳以上 o (0.0%) 。(0.0%) 。
旧6町村 13 (65.0%) 7 (35.0%) 20 

出身
旧豊田市 13 (38.2%) 21 (61.8%) 34 地域

豊田市外 1 (11.1%) 8 (88.9%) 9 

1年未満 6 (46.2%) 7 (53.8%) 13 

2年 3 (50.0%) 3 (50.0%) 6 

配属 3年 8 (38.l%) 13 (61.9%) 21 

年数 4年 6 (50.0%) 6 (50.0%) 12 

5 ~ 10年 3 (37.5%) 5 (62.5%) 8 

10年以上 2 (40.0%) 3 (60.0%) 5 
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するような視点を地域住民に与える」ような支援を かしながら，内田ら (2011)が指摘するように当事

地域住民に対して提供する行動を指す. 者である支所職員を対象とすることで得られる利点

(4)研究の枠組み もある [4J 第ーに，過去に実践した普及活動の内

本研究では，図2に示すように「①地域づくりの 容ならびにその自己評価に関するデータを収集し，

コーディネート対応J，I②地域づくりに関する自己 評価の分散を説明する要因を採ることにより，1コ一

能力開発の機会J，I③地域住民への成長サポート」 ディネート機能」に関わる普及活動(関係機関の連

から成るロールモデ、ルについて それらを規定する 携調整等)の重要性・有効性について間接的に検証

ような「メンタリング行動」はどのような特徴を持 することが可能となる.第二に，スペシャリスト機

ちうるのかを探ることである. 能とコーディネート機能という異なる役割を期待さ

本研究では，支所職員を対象としているが，支所 れている支所職員自身がその業務をどのように捉え

職員自身が対象となることにより，その活動に対す ているのか，またどのような場面で業務上の動機付

る客観的な評価が得られないという限界がある.し げを高めているのかを知ることにより，支所職員自

表2. アンケー卜設問項目と記述統計量

設問 設問内容

変数 非説

設問 l 地域づくりへのコーディネート対応(ができていると思うか刊

設問2 地域づくりに関する自己能力開発の機会
明
設問3 支所職員による地域住民への成長サポート

設問4 支所職員属性(性別)

設問5 支所職員属性(年齢)

設問6rx所職員属性(出身地域)
設問7 支所職員属性(配属年数)

設問8 場づくり助成金の紹介によるサポート

設問9 地域住民に対する積極的な相談対応

設問 10地冗住民の課題に対する方法の模索

設問 11 地域住民の自発的な成長や行動(を促していると思うかわ

設問12支所職員と地域住民との話しやすさ

設問 13地域住民への他主体への仲介

設問 14同域住民からの個人的な相談への対応

設問15地域住民の意見や気持ちの引き出す努力

説
設問 16地域住民からの自分に対する疑問や質問の頻度

変数明

設問 17地域住民へ対する誠実な話しかけ

設問 18地域住民に役立つ知識技能の提供

設問 19地域住民のやる気を引き出す努力

設問20地域づくりの支援においての積極的な住民の意見の受け入れ

設問21 地域住民への新たな地域づくりへの視点の提供

設問22支所職員と地域住民との心の開き具合

設問23問題解決の取り組みの協働状況

設問24支所職員の仕事を通じた新たな視点

設問25 自身の失敗(経験知)の地域への還元

設問26支所職員の立場からの他者サポートの意義に対する体験

設問27支所職員としての地域づくりサポートへの有意義さ

設問28職場(支所)としての地域づくり活動への許容度

設問29地域住民と支所職員との信頼関係の程度

設問30旧町村の役場での住民とのコミュニケーションの維持状況

設問31 支所業務に対するそチベーションの程度

※4段階(1 そう思わない 2. あまり思わない 3 ややそう思う 4 そう思う)
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度数 平均 標準偏差 選択肢

64 2.625 0.701 

65 3.030 0.809 4段階※

64 2.937 0.663 

カテゴリーデータを

10， lJ としてダミー変数化

(詳細は，表1)

64 2.609 0.726 

63 2.984 0.581 

63 2.936 0.644 

64 2.843 0.717 

64 3.468 0.616 

65 2.538 0.730 

65 2.292 0.878 

64 3.078 0.697 

64 3.000 0.690 

65 3.553 0.531 

65 2.815 0.704 

65 3.169 0.674 
4段階※

64 3.171 0.578 

65 2.784 0.819 

64 3.125 0.604 

64 2.968 0.665 

65 3.292 0.630 

64 3.015 0.678 

64 3.281 0.629 

65 3.400 0.632 

65 3.400 0.680 

64 3.234 0.495 

55 2.581 0.762 

65 3.400 0.607 
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身のコーディネーターとしての業務上の動機付け

や，その伝達に関わる要因を精査することができる.

本研究では，特に，支所職員自身が抱く「支所職

員像」を浮き彫りにすることを第一義として考察す

る立場をとった.

(5)調査方法

調査においては，豊田市内 12支所(挙母は地域

支援課)におけるすべての職員を対象としたアン

ケート調査のデータを用いた 3) 一連の調査は，豊

田市社会部地域支援課を通じて，豊田市内 12支所

(挙母は地域支援課)におけるすべての職員を対象と

し， 2012年 2月 13日より配布を開始し，同年4月

10日を締め切りとした.配布数 151部に対して，有

効回答数は 65部，有効回収率は43.0%であった

(6)研究の枠組み

本研究では，表 1，2で示すように， ロールモデ

ルを非説明変数として「地域づくりへのコーディ

ネート対応j，i地域づくりに関する自己能力開発の
機会j，i支所職員による地域住民への生活サポー

トj，そして説明変数として支所職員属性(性別，

年齢，出身地域，配属年数)及び津村 (2005)によ

るメンタリング行動尺度を用いた.なお，分析にお

いては SPSS社 PASWStatistics18によって重回帰分

析を用い検証した.

3.分析結果

(1)支所職員におけるロールモデルの構成要素

支所職員におけるロールモデルとその構成要素で

あるメンタリング行動尺度との連関を調べるため，

重回帰分析を行った.ステヅプワイズ法によって「被

説明変数の設問 1，2，3j，i説明変数の支所職員属性
の4項目(性別，年齢，出身地域，配属年数)とメ

ンタリング行動尺度 (24項目)jを投入したところ，

表 3のような結果となった. この際，欠損値が生じ

た設聞があったため，サンフ。ル数合計は設問 1，2， 

3それぞれにおいて n=46，49， 46である.

まず設問 1(地域づくりへのコーディネート対応)

を被説明変数 (n=46) とした場合， 自由度調整済

みR2は.515で有意であり (F(l， 44)=5.075， Pく.05)，

設問 5(年齢 (20代): s=.341， pく.05)，設問 7(配

属年数 (10年以上): s=.311， pく.05)設問1O(地

元住民の課題に対する方法の模索:s=.145， pく.01)，

設問 17(地域住民へ対する誠実な話しかけ :s=

.167， Pく.05)，設問 18(地域住民に役立つ知識技能
の提供:s=.130， pく.05)，設問26(支所職員の立場

からの他者サポートの意義に対する体験:戸=.126，

表 3.重回帰分析の結果

設問 l 設問2 設問3
被説明変数 地域づくりへの 地域づくりに 支所職員による
(質問名)→ コーディネート 関する自己能力 地域住民への

対応 開発の機会 成長サポート

設問5年齢 (20代) 0.341" 

設問6出身地域(旧豊田市) 0.106帥

設問7配属年数(10年以上) 0.31γ 0.229帥

設問8(場づくり助成金の紹介によるサポート) 0.084叩

設問 10(地元住民の課題に対する方法の模索) 0.145判

設問 17(地域住民へ対する誠実な話しかけ) 0.167' 

設問 18(地域住民に役立つ知識技能の提供) 0.130帥

設問23(問題解決の取り組みの協働状況) 0.118榊

設問24(支所職員の仕事を通じた新たな視点) 0.142山 0.128
0 

設問25(自身の失敗(経験知)の地域への還元) 0.100山

設問26(支所職員の立場からの他者サポートの意義に対する体験) 0.126榊 0.134帥

設問31(支所業務に対するモチベーションの程度) 0.115'" 

R' 0.573 0.682 0.745 
自由度調整済みR' 0.515 0.662 0.710 

(204) 
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pく.05)が正の関連を示していた.

次いで，設問2(地域づくりに関する自己能力開

発の機会)を被説明変数 (n=49)とした場合， 自

由度調整済みR2は.662であり (F(1，47)=4.098， pく

.05)，設問 24(支所職員の仕事を通じた新たな視点:

s=.142， pく.001)が有意な正の関連を示し，また，

設問23(問題解決の取り組みの協働状況:s=.1l8， 

pく.05)，設問26(支所職員の立場からの他者サポー

トの意義に対する体験:s=.134， p<.05)が正の関

連を示した

問3(支所職員によ る地域住民への成長サポート)

を被説明変数 (n=46) とした場合， 自由度調整済

みR2は.710であり (F(1，44)=4.759， pく.05)， 

設問8(場づ くり助成金の紹介によるサポート.

s=.084， Pく.001)，設問25(自身の失敗 (経験知)

の地域への還元:s=.lOO， pく.001)，設問31(支所

業務に対するモチベーショ ンの程度:s=.1l5， pく

.001)が優位な正の関連を示した.また，設問6(出

身地域(旧豊田市): s=.l06， p<.Ol)， 設問7(配

属年数(10年以上): s=.229， pく.01)，設問 21(地

域住民への新たな地域づくりへの視点の提供・

s=.128， Pく.05)が正の関連を示した.

以上をまとめると，地域づくりへのコーディネー

ト対応というロールモデ、ルを構成する要素として

は，さまざまな要件が挙げられるが，その中でも， ["支

所職員の年齢 (20代)j と 「地域住民の課題に対す

る方法の模索j，["地域住民に役立つ知識技能の提

供j，["支所職員の立場からの他者サポートの意義に

対する体験」の 4項目が，他の項目と比較して強く

規定していることがわかる.また「支所職員の仕事

を通じた新たな視点」は，地域づくりに関する自己

能力開発の機会を持ちうる支所職員のロールモデノレ

を大きく規定していることを示唆している.さらに

「場づくり助成金の紹介によるサポート j，["自身の

失敗(経験知)の地域への還元j，["支所業務に対す

るモチベーションの程度」の3項目は支所職員によ

る地域住民への成長サポートをロールモデ、ルとする

上で，重要な構成要素であることがわかった

図3.支所職員におけるロールモデルの構成要素

章では，得られた知見をもとに支所職員のローノレモ

デノレとして求められるメンタリ ング行動がどのよう

なものであるか，またどういった支援方策に基づい

て支所職員を育成していくべきか整理する.図3は，

支所職員のロールモデノレ(図 2)をもとに，それら

の構成要素を一覧化したものである.

まず，①地域づくりのコーディネート対応につい

ては，年齢と配属年数が大きな要素として挙げられ

る.特に今回の事例では 20代職員の関与や配属

年数が 10年以上といった， ["若手とベテラン」によ

る地域への関与が重要であることが示唆される. こ

れらに加えて，ただ単に， 地域内外の調整 ・仲介に

走ることなく，地域課題の掘り起しを模索すること

が，支所職員のロールモデルとして不可欠な要素で

あることがわかる.その一方で，②支所職員の自己

能力開発においては，支所職員自身が， 自分自身の

役割や立場において意義を感じているか否かが鍵で

あり，そうした意識付けが支所職員自身も研鎖して

いく プロセスに作用する可能性が見出される さら

に，③地域住民への成長サポートでは，職員の出身

地域や配属年数が規定要因として左右することが示

されるとと もに，これらの要件をベースとしながら，

行政職員の立場で得られた知識・経験に基づき，そ

れらの知見を地域住民に還元することが，地域住民

へのサポート行動につながることを規定しているこ

とがわかった

以上のことから，支所職員のロールモデノレの根底

にあるものは， ["地域住民回線での対処と模索j，["地

域住民の成長に役職上の意義を見出すことj，["経験

知に基づく積極的な地域住民への働きかけ」の3つ

4.考察 であることが示唆された.

前章の重回帰分析の結果から，支所職員のロール

モデ、ルの構成要素として特定のメンタリング行動尺 5.おわりに

度項目が相関関係にあることが明らかになった.本 本研究では，支所職員の地域への支援行動におけ
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るロールモデルが，如何なる要素によって規定され

るのかについて考察した.

その結果，支所職員が持つロールモデ、ルには，ま

ず，住民目線で地域課題を探索し対処しようとする

行動，また，支所業務において役職上の有意義さを

見出すか否か，さらには，行政職員ならではの知識

や経験を地域住民に還元していこうとする努力，そ

うした3点が，支所職員のロールモデ、ルを規定して

いることがわかった.

今後の課題としては， こうしたロールモデルの規

定要素を，如何なる人材育成システムによって達成

すべきかを検討していく必要がある.特に，本研究

では，支所職員の主観的なデータのみを使用して分

析しているため，今後は，地域住民に対する支所職

員および支所業務に関するアンケートデータを用い

た考察が求められよう.
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注1)豊田市では地方自治法第202条の4に則り，時限
的制限のない一般制度が適用された

2)都市内分権とは，地域課題の解決に地域で取り組

む仕組みづくりを推進しながら，できるだけ地域

に近いところで総合的な行政サービスの提供を行

う仕組みのことである [5].

3) 本研究では，津村のメンタリング行動尺度を参考

にして，地域づくりの実情に合うように再構成し

た上で、適用したー この尺度の中には，本研究が定

義づけした被説明変数としてのローノレモデノレの項

目も入っている. しかしながら， ロールモデルの

項目は，他のメンタリング行動尺度よりも，より

広範な内容を含むものであり，他のメンタリング

行動尺度よりも高次な設問であると判断できる.

そのため，本研究では，被説明変数として，設問

1 (地域づくりへのコーディネート対応)，設問2(地

域づくりに関する自己能力開発の機会)，設問3(支

所職員による地域住民への成長サポート)として

分けて分析を行った
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